
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
宮崎県 諸塚村
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[395,748円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [25.99人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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類似団体平均

諸塚村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄

【財政力指数】
　平成20年度に比べ△0.01ポイント減の指数となったが、概ね類似団体平均と同様の指数となっ
ている。
　なお、本村の村税収入は、2億2千3百万円であるが、昭和26年以来村税の完納を続けており、
村民一人ひとりが主役の村である。

【経常収支比率】
　平成20年度に比較し低い数値となり、類似団体平均に近い数値となっている。
　今後とも、職員数の適正化や単独事業の見直しなど、より一層の行財政改革に取り組んでいき
たい。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　人件費関係の決算額の標準財政規模に占める割合は、24.5％（類似団体平均33.9％）であり、
その内、職員給は12.4％（類似団体1平均5.5％）である。

　物件費は全体の決算額に占める割合が、平成20年度9.2％に対し、平成21年度では9.9％と
なっており、人口１人当たりの決算額（179千円）も類似団体平均（139千円)と比較し、高額となっ
ている。

【ラスパイレス指数】
　国の給与規程に準じ、基準外の特別昇給等はなく、さらに人事評価を昇給、昇格等に反映して
いるため、毎年低い指数を示しており、類似団体平均と比較しても低い指数となっている。

【将来負担比率】
　基金への積み増しを行うとともに、地方債残高も年々減少をしているため、平成20年度から数
値を示していない。

【実質公債費比率】
　平成20年度に比べ△1.2ポイント減の数値となり、今後も減少傾向となる見込みである。
　また、公債費についても平成16年度をピーク（7億6千1百万円）に減少傾向となり、平成21年度
決算では5億8千万円となっている。
　さらに、村債の借入については過疎債や辺地債、臨時財政対策債、災害対策債といった交付
税措置のある優位債に限り借入れを行っている。

【人口千人当たり職員数】
　類似団体と比較すると高い数値となっているが、産業構造や地理的条件等が考慮される。
　なお、平成21年度までの集中改革プランにより、82名の職員数を平成22年4月1日で78名とする
プランを掲げていたが、平成22年4月1日現在で72名と目標を達成している。


